	経済情勢トピックス《Windows XPサポート期間終了について》


	Windows XPのサポート期間が終了したが、少なからぬ府内中小企業が依然としてXPを利用しており、当面使用し続ける意向である。
サポート終了は、消費税引き上げと相まって、パソコンの買い替えや受発注システム等への更新投資が実施され、関連産業への特需となっている。


１.　Windows　XPの利用状況と今後の対応
パソコンの基本ソフトであるWindows XPのサポートが平成26年4月9日に終了した。継続的な利用については、セキュリティ上の問題が懸念されて、Windows XPから他のOS（搭載のパソコン）への切替が進んでいるが
、中小企業においては依然としてWindows XPを利用する企業も多い。
大阪信用金庫が平成26年3月上旬に実施した調査によると
、府内中小企業の半数近くがWindows XPを利用している（図表１）。
図表１　使用するOS（基本ソフト）
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（出所）大阪信用金庫「景気動向調査（特別調査）Windows XPサポート期間終了にともなう影響について」平成26年3月

http://www.osaka-shinkin.co.jp/pdf/report/20140320_tokubetsu.pdf
XPを利用する企業の半数以上が、「当分このままXPを使う」と回答しており、特に10人以下の零細企業では6割に達している（図表２）。
図表２　XPをこのまま使う企業の割合

（従業者規模別）
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（出所）図表１に同じ。

当分XPを使用する理由としては、「XP対応ソフトを使っている」という割合は19.3％で、多くの企業は「XPで不自由しない」からと回答している（図表３）。同金庫では、「コンピュータウィルスへの感染や破壊からデータを守るためにも、早急な対策の実施が求められる」としている。

図表３　XPを使用する理由
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（出所）図表１に同じ。
２.　府内企業の事例
大阪産業経済リサーチセンターが平成26年3月から4月にかけて実施した府内企業へのインタビュー調査では、Windows XPのサポート期間終了を見据えて、25年度にWindows ７搭載のパソコンに入れ替えたという企業が散見された。消費税率引上げと時期がほぼ重なったことから、これを機に受発注システムを見直すといった企業も少なくないことから、IT関連投資が活発となっている。

一方、26年４月時点では入替途上という企業や、既存受発注システムの契約期限が27年であることから、新たな受発注システムの導入をそのタイミングで行い、当面はXPを使うとする企業もある。
３．経済・産業への影響

　このようなIT関連投資の活況により、パソコンの国内出荷台数は25年の春から持ち直している（図表４）。秋以降には盛り上がりを見せ、26年１月には、消費税率引上げへの対応と相まって急増した。そうした動きは、システム関連投資にもみられ、受注ソフトウェアの売上げも25年後半から増加基調にある（図表５）。

図表４　パソコンの国内出荷台数
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（出所）一般社団法人電子情報技術産業協会「パーソナルコンピュータ国内出荷実績」
（注）前年同月を100とする指数。
こうした需要は、卸売業や小売業などの関連業界の景況を下支えしている。例えば、事務用機械器具卸売業では、「Windows XPのサポート終了に伴うPCの法人買い替え需要」を景況感が良い判断理由として挙げている（株式会社帝国データバンク「TDB景気動向調査（全国）2014年3月」）。近畿地域の家電販売額についても、25年12月以降、パソコン（本体）の販売額は前年同月比で2桁の伸び率を示しており、26年3月には消費税率引き上げ前の駆け込み需要と相まって114.0％増と大幅な伸び率となった（近畿経済産業局「近畿経済の動向」）。

図表５　受注ソフトウェアの売上げ増減割合
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（出所）一般社団法人情報サービス産業協会「情報サービス業　売上の将来見通し/雇用判断」
４．おわりに
　Windows XPのサポート期間が終了したが、少なからぬ府内中小企業が依然としてXPを利用している。そうした企業は、資金的な問題というよりも、危機意識の薄さから対応が進んでいないようであるが、コンピュータウィルスへの感染等の危険があることから、早急な対応が求められる。
サポート終了は、消費税引き上げと相まって、パソコンの買い替えや受発注システム等への更新投資への契機となり、関連産業への特需となった。そうした特需は、4月以降、減少していくとみられるものの、現在でもWindows XPを利用している企業が少なくないことから、緩やかに持続するとみられる。
（町田　光弘）
� IDC Japanの推計によると、国内法人市場におけるWindows XP搭載PC稼働台数は、2013年12月末において617万台となり法人市場の17.1％に当たるが、2014年6月末には241万台（同6.6％）にまで縮小すると見込んでいる。


� HYPERLINK "http://www.idcjapan.co.jp/Press/Current/20140407Apr.html" �http://www.idcjapan.co.jp/Press/Current/20140407Apr.html�


� 大阪信用金庫の取引先（大阪府内および尼崎市）に対して実施。回答企業数は1,277社。





